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第１公共施設等総合管理計画について 

１ 背景と目的 

 

本村では、いち早く中山間過疎地域としての「自立」を選択し、村民総参加のむらづく

りを目指し、これまで道路交通網の整備、情報基盤関連の整備、合併浄化槽設置事業など

の生活基盤整備や、近年では若者定住等人口の増加を図るため村営住宅の建設が行われて

きました。また、住民サービスの向上や、経費の削減等を図るなど、効率的な行財政の運

営に努めてきました。しかし現在、より厳しい人口の変化や高齢化社会の進行により、公

共施設の在り方やニーズが変化してくることが予測され、公共施設等のあり方を見直すこ

とが必要になっています。 

また、これまでに整備してきた公共施設等は、既に多くが改修・更新時期を迎え、今後

修繕･更新等に多額の費用が必要になると見込まれます｡ 

一方､財政面でも､今後人口減少による村税収入の伸び悩み､少子高齢化社会の進展に伴

う、社会保障関係の扶助費等の義務的経費の増加、交付税の減額等により､財政状況が悪化

することが見込まれます。このことから、固定費ともいえる公共施設等の更新に係る費用

を、適正な水準に抑えることが喫緊の課題となっています｡ 

以上のような本村を取り巻く課題に対し、長期的な視点をもって利活用の促進や廃合･長

寿命化等の施策を計画的に行うことにより､公共施設等の更新等に係る財政負担を軽減･平

準化するとともに､住民ニーズを的確に捉え、公共施設の各部署を統括し、総合的な管理を

推進するため、大川村公共施設等総合管理計画の策定を行うものです｡ 

 

第２ 大川村について 

１ 概況 

本村は、高知県の最北端に位置し、東西は 15.5 ㎞、南北 9.4 ㎞で、面積は 95.27 ㎢とな

っており、北は愛媛県に接しています。吉野川が東西に流れ、村の約９割は険しい山地と

なっています。周囲を 1000m 以上の山々に囲まれ、地域の中央部を流れる吉野川により南

北に二分されてＶ字型をなし、急峻で平坦地が極めて少ない山村です。昭和４０年代後半

からの白滝銅山の閉山、早明浦ダム建設による村中心地の水没により人口が激減、ピーク

時には 4,000 人以上いた人口は半減し、平成２７年度国勢調査時点では３９６人と、現在

では離島を除けば日本で最少の人口の自治体となりました。 
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第３ 本村を取り巻く社会的状況 

１ 人口の動向及び将来の見通し 

（１）人口・世帯数の推移 

大川村の人口   住民基本台帳人口、人口動態の推移（村勢要覧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・住民基本台帳数値・各年度４月１日現在・単位：人 
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大川村の人口（住民基本台帳）は、かつて村づくりを象徴する数字として掲げた平成元年

の人口７５０人から、平成２４年までのわずか四半世紀の間に３００人以上が減少し、４

００人前半台まで落ち込んでいます。 世帯数は、人口減少幅に比べ緩やかな傾向をたど

っているものの、近年では高齢者のみの世帯や高齢者のひとり暮らし世帯の増加が顕著に

進んでおり、出生者数では毎年度、数名程度で推移する著しい少子化が進んでいます。 

 

 

（２）将来人口 

人口動態を見ても、かつてベビーラッシュと謳われた平成初期を除き、社会動態および

自然動態の両方で減少が続いています。平成１１年度までは自然動態の減少以上に社会動

態での減少が大きかったのに対し、平成１２年度以降は社会動態の減少が減り、人口の高

齢化に伴う自然動態での減少が増加してきたために、近年は「自然減少＞社会減少」へと

逆転しています。 

村振興計画における推計による５年後、１０年後の将来の人口推計では、このままの社

会動態、自然動態での人数の推移が続けば、１０年後には今より更に村の人口は１００人

減り、３００人を下回ることすら危惧されます。 
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将来人口資料（村振興計画） 
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人
口
数
＝
①
×
（
（
②
＋
③
）
/
２
）

平
成
３
２
年
度
の
次
の
国
勢
調
査
は
平
成
３
７
年
度
調
査
に
な
る
た
め
、
平
成
３
４
年
度
の
人
口
に
つ
い
て
は
、

平
成
２
７
年
度
調
査
結
果
予
想
か
ら
平
成
３
２
年
度
調
査
結
果
予
想
の
変
化
率
を
按
分
し
た
割
合
で
計
算
し
て
い
る
。

大
川
村
の
将
来
人
口
の
推
計
：
国
勢
調
査
（
コ
ー
ホ
ー
ト
変
化
率
法
：
補
正
有
）

年
齢
区
分

平
成
１
２
年
調
査

平
成
１
７
年
調
査

平
成
２
２
年
調
査

平
成
２
７
年

平
成
３
２
年

平
成
3
4
年

年
少
人
口

生
産
人
口

2
7

2
2

5
7

1
9

5
1

6
6

1
4

9

変
化
率

補
正

補
正
＋
変
化
率

1
4

2

高
齢
者
人
口

2
3

8
2

3
5

1
8

2
1

6
1

1
3

7
1

3
0

平
成
１
２
年

子
ど
も
女
性
比
＝

０
－
０
４
歳
の
男
女
人
口

1
5
.
1
5
%

平
成
１
７
年

２
０
－
４
９
歳
の
女
性
人
口

平
成
２
２
年

５
歳
刻
み
で
構
成

率

平
成
２
７
年

平
成
３
２
年

平
成
３
４
年

平
成
１
２
年

平
成
１
７
年

平
成
２
２
年

平
成
２
７
年

平
成
３
２
年

平
成
３
４
年

高
齢
人
口

2
3

8
2

3
5

1
8

2
1

6
1

1
3

7
1

3
0

生
産
人
口

2
7

2
2

5
7

1
9

5
1

6
6

1
4

9
1

4
2

年
少
人
口

5
9

4
6

3
4

3
7

3
5

3
1

5
9

4
6

3
4

3
7

 
3

5
 

3
1

 

2
7

2
2

5
7

1
9

5
1

6
6

 
1

4
9

 
1

4
2

 

2
3

8

2
3

5

1
8

2

1
6

1
 

1
3

7
 

1
3

0
 

0

1
0

0

2
0

0

3
0

0

4
0

0

5
0

0

6
0

0

人
口
変
化
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２ 財政の状況   

 

本村は地方税等の自主財源に極めて乏しく、地方交付税への依存度が極めてが大きい財

政体質となっています。歳出の内、義務的経費については人件費は横ばい、公債費は近年

では増加傾向にあります。高齢者の増加に伴い社会保障関係の扶助費は増加傾向にあり、

更なる進展により、今後も医療費等の社会保障費の増加が見込まれます。また、投資的経

費、特に普通建設事業費は、村の振興計画に基づいた産業振興施策や人口減少対策関連の

ための集中投資による畜産施設建設や住宅建設が行われた平成２５年度以降は大幅な増加

傾向にあります。 
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第４ 公共施設の現況及び将来の見通し 

 

（１）公共建築物の保有状況 
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村が保有する建物（民間等から借用している建物を含む。）を有する施設を公共施設と

して定義し、村の固定資産台帳に計上された同公共施設数は平成27年度末時点で99施設、

延床面積の合計は33906.95㎡となっています。 

村民一人あたりに換算すると約85.6㎡になります。 

 分類別では近年の畜産施設の新設等により産業関連の施設が48.46%と最も多く、次いで

公営住宅の12.62%、自然王国白滝の里関連の施設を含むスポーツレクリエーション施設関

連の12.05％、学校教育系関連施設の10.74%に続きます。この割合について、上位２分類に

ついては村振興計画に基づき実施されている土佐はちきん地鶏関連の畜産施設整備や移住

定住対策のための住宅建設、空き家対策の成果物により平成28年度以降も高い割合を維持

していく見込みです。 

 

 

主要通信インフラ関連                 平成２７年度末時点 

施設  個所数等（個所、ｍ、㎡） 

専用水道施設 １個所（小松、中切地区） 昭和４６年竣功 

送水能力１５０ｍ3／日   

給水人数 １８８名（水道統計調査） 

道路 

 

 

 

村道総延長 ３６，６２２．３ｍ 

村道総面積 ２２９，４５２．１ｍ 

林道総延長 ５１，３７０.９ｍ 

農道総延長 ３０，７５８ｍ 

橋梁本数 ２５橋（村道のみ） 

橋梁総延長 ６０６．９ 

情報系 

 

ＦＴＴＨ・無線併設方式 

通信速度 最大８Ｍ/Bps  

（小松住宅、中切住宅については直接の引き込み） 

主要な村内インフラの内、特に重要となるライフライン関連の小松中切地区の専用水道に

ついては築40年以上が経過し、常習的に水道管の破損による断水が発生するなど、一刻も

早く抜本的な改修が必要とされています。道路については村道は基幹村道、小北川線の改

修を順次進めていますが、未だすれ違いも困難な狭隘な道幅や損傷個所も多く、長期的な

改修期間が必要とされています。林道については県営事業である寒風大座礼東線の早期貫

通が望まれますが、それ以外の林道開設個所は林産業の低迷とあわせ、殆どない状況です。 

情報通信系については山間地ということもあり、民間業者のインフラ整備が見込めない中

で平成２１年度に村単独で光ファイバーと電波により中継する無線ＬＡＮ送受信装置の併

設利用による施設整備を行いましたが、昨今の急激な大容量高速化の通信速度に対応しき

れていない現状にあります。 
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（２）築年別整備状況 

 

 

完成年度 施設数 床面積（㎡） 

1970 年代 10 2413.35 

1980 年代 41 10823.7 

1990 年代 30 12921.46 

2000 年以降 18 7748.44 

 

供用開始年度（完成年度）別にみると、1980年代、1990年代の建物が72％を占めており、 

2016年現在ではその殆どが四半世紀を超過し、老朽化による損傷が懸念されはじめていま

す。村では2000年代以降、村営住宅のような住民が生活の基礎として利用する施設や、学

校や保育園等の子どもたちが利用する施設については、利用者の安全を確保するため優先

的に順次、建て替えを実施しています。今後は1980年代後期より整備が進められ、現在は

老朽化が激しい自然王国白滝の里の観光施設の改修が急がれる課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1970

年代 

10% 

1980年代 

42% 
1990年代 

30% 

2000年以降 

18% 

建設年度別施設数 
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（３）耐震化の状況 

 

前の築年度の項でも記載されているとおり、主要な施設については概ね建て替えが終了、

または進んでいる状況です。村の産業施策、人口減少対策施策の中では旧川口小学校のよ

うな利用可能な遊休施設の活用も検討されていますが、耐震基準を満たしていないことが

利用の最大のネックであり、全体改修については多大な工事費を必要とすることから利用

が難しい状況にあります。 

                             固定資産台帳資料 

 

 

耐震基準改正前（1981年以前） 

の建物数等 

新耐震基準に基づいた建物数等 

 

施設数 ４０施設 ５９施設 

床面積 9816.18㎡ 24090.77㎡ 

 

主要行政施設の耐震化状況 

 新築年度 備考 

役場庁舎 平成２２年度  

大川小中学校 平成１７年度 旧川口小学校閉校 

旧船戸小学校は一部を残し、取り壊し 

中切村営住宅 平成２９年度完成予定 平成２８年度建替（平成２９年度完成予定） 

小松村営住宅 平成２７年度完成 一部を新築化 

つぼみ保育園 平成２６年度完成 旧保育所は集落活動センターとして改修 

 

地区集会所の耐震化状況 

耐震化集会施設 非耐震集会施設 

大平、上中切、大北川、大藪、南野山 

朝谷（公社施設） 

小松地区（山村開発センター） 

下中切、川崎、井野川、小麦畝、下小南川 

 

 

地区集会所については、これまで交付金事業等を活用しながら順次、建て替え整備を実施

してきていますが、５か所の集会所が築２５年以上を経過した木造建築で非耐震である現

状です。井野川地区等、一部の集会所については白蟻の発生等もあり、特に損傷が著しい

ため、多くの住民が利用する部落の拠点施設として安全を確保するためにも早急な対応が

必要です。 
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（４）耐用年数の到来が２０年以内の主な施設と更新金額の見込 

                         （千円）村固定資産台帳資料より 

施設名称 取得年 更新年 更新金額（見込） 

旧つぼみ保育園 

（現・集落活動センター） 

平成４年 

 

耐用年数経過 ９１１，１５５ 

スポーツコミュニティセンター 平成元年 平成３５年 ３１５，０００ 

大川小中学校 平成１６年 平成３０年 １７７，２４７ 

農産加工場 平成８年 平成４０年 １１６，８０２ 

農林漁業体験実習館 昭和６２年 平成３７年 ７１，４０９ 

庁舎 平成２２年 平成４５年 ２４１，５６５ 

山村開発センター 昭和５７年 平成４４年 １５０，０００ 

留学センター 平成２１年 平成４３年 ７０，３５０ 

つぼみ保育園 平成２６年 平成４８年 １５９，１３７ 

小松診療所 昭和６２年 平成４９年 ６７，５００ 

堆肥舎 平成９年 平成４７年 ２８，８３２ 

耐用年数については、一般的に物の使用開始から使用不能に至るまでの年数であると考え

られますが、建物においては（使用環境、使用頻度、維持管理の状況、構造や材質、建物

の用途）などの条件により、使用者が使用不能であると判断するまでの期限であり、建物

の寿命が確定されているものではありません。 耐用年数が経過した建物が即、使用でき

なくなることではありませんが、木造施設の耐用年数の指標については一部２４年である

ため、平成に入り

建設した建物に

おいてもその構

造が木造である

ものにおいては

近い将来におい

て耐用年数での

期限が到来する

ことになってい

ます。中には小中

学校や庁舎等の

行政、教育の中核

的な施設も含まれており、安全対策、機能維持のためにも対耐用年数での更新計画が次期

以降での管理計画において必要不可欠であるといえます。また道路、水道施設等のインフ

ラ施設についても更新費用の総額は５０億円超との試算（再取得価格での試算分析）もあ

り、財政的な課題も多く抱えている現状にあります。 
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２ 特に優先される施設課題と将来費用 

 

（１）南海トラフ地震対策 

近い将来、南海トラフにおける巨大地震の発生が想定されるなか，防災拠点や避難所な

ど，重要な役割を担うこととなる公共施設について，概ね耐震改修が完了しており、業務

継続や避難所自体の堅牢性は一定確保され、学校や保育園等の教育施設についても新築と、

土砂災害危険個所からの移転が完了しています。村営住宅については小松村営住宅の一部

新築、中切村営住宅全体の建て替えが進んでいますが、今後も古い耐震基準により建設さ

れた残存施設の耐震化が，緊急の課題となっています。 

 インフラ面では、特に村民のライフラインである基幹村道については震災後の避難救出

の影響を受けやすいため、落石防止対策等の防災対策を進めています。 

 

将来費用の予想                          （千円） 

施設 平成２９年度～３８年度 

事業費見込 

（特定財源見込） 

個所、数量等 

村営住宅整備 

（耐震建て替え・新築） 

未定 

 

集合住宅については小松地区、中切住

宅の建替工事が平成２６年～平成２

８年度（平成２９年度繰越において完

了し、一定の部屋数を確保できたこと

から、今後は村振興計画後期計画の枠

内、人口動態の変化に伴う必要室数に

おいて適時再検討し公共施設総合管

理計画に計上していく。 

村道改修防災関連事業 

（落石防止等） 

 

300,000 

（国費201,000） 

村道全１０個所 

 

橋梁改修 

（耐震改修） 

500,000 

（国費350,000） 

全２０橋 
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（２）情報基盤整備 

 

 若者の移住定住対策、産業振興の流通拡大や情報発信、防災対策等、高速の情報通信網

の整備は村の振興施策を実現するうえでは必要不可欠なツールです。しかしながら、民間

事業体の整備が見込まれない本村にとっては、国庫補助や起債を利用しつつの村単独事業

として実施せざるを得ない状況です。本村の地形的特性や民家が広範囲に点在する住宅状

況では結果として超高速ブローバンドレベルでの光ファイバーの各世帯への有線網敷設は

極めて莫大な事業費が必要となる試算であり、早期実現は困難な状態にあります。現在、

村では一部の村営住宅の直接の引き込みをテストケースとして実施しつつ、平成２９年度

以降、通信業者や四国総合通信局等とも協議を行いつつ段階的に各集落をカバーするよう

なインフラ整備を行い、現振興計画の終了期間である平成３４年度末までには村全体をカ

バーするような高速通信網整備を完了させていきます。 

 

将来の事業展開と事業費の予測 

事業年度 事業費（百万円） 事業内容 

Ｈ２９ 49.0 

 

地域情報 

ネットワーク整備強化 

（光ファイバー線増強、中切住宅への回線引

き込み、５ＧＨｚ帯廃止対策） 

Ｈ３０ 50.0 

 

村内全体での高速通信網整備施工調査費 

Ｈ３１ 

 

 

[未定] 

村内全域への全体施工については大川村振興計画での平成３４年度

までの１００Ｍｂｐｓの整備を速度目標に平成３０年度以降に、全

体整備事業費を算出し、計画化、予算化、財源確保を行う。 

現時点では今後、安価に対策が可能となる新たなイノベーションの

可能性や、財源対策の見通しが不透明であるため、今回の計画では

未定とする。 

 

 

 

Ｈ３２ 

 

Ｈ３３ 

 

Ｈ３４ 

 

Ｈ３５ 
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（３）産業振興 

大川黒牛と土佐はちきん地鶏生産は林業と並び本村を代表する基幹産業です。今後も村

の活性化を担う核たる産業として産業振興のみならず観光や商工分野にも跨る重要な要

素として位置づけ、生産と振興を大川村和牛生産組合から引き継いだ株式会社むらびと本

舗と行政、ふるさとむら公社が一体となって、更なる品質向上と生産性向上を図ることを

推進していきます。最終的には種鶏・孵卵・生産での最大２０万羽一貫生産体制を目指す

べく今後も施設整備を継続していきます。 

 平成２８年度から建設を進めている食鳥処理場の建設、土佐はちきん地鶏２０万羽生産

を目標に既存の朝谷生産団地以外でのサテライト的な施設整備、そして大川黒牛について

も増産体制の確立を目指し、一人でも多い雇用の創出と村の産業活性化を目指します。 

 また、施設建設費については長期的に多大な事業費を必要とすることから、本事業につ

いては地方創生総合戦略の最重要課題と位置づけ、財源としてより有利な地方創生事業関

連の国交付金や県補助金を活用しつつ実施していきます。 

 

土佐はちきん地鶏２０万羽生産体制確立までの事業費の予算額と予測、財源の見込み 

事業年度 整備内容 総事業費 

予算額（百万円） 

主な特定財源 備考 

平成２７年度 生産施設拡大 

   

91.0 29.2（県）  

平成２８年度 土地造成 

生産施設建設 

食鳥処理工場 

 

445.0 100.0（国） 

95.0（県） 

200.0（起債） 

地方創生推進交付金 

 

平成２９年度 土地造成 

生産施設拡充 

110.0 100.0（起債）  

平成３０年度 生産施設拡充 10.0 10.0（起債）  

平成３１年度 生産施設拡充 10.0 10.0（起債）  

平成３２年度 生産施設拡充 10.0 10.0（起債）  

平成３３年度 生産施設拡充 10.0 10.0（起債）  

平成３４年度 生産施設拡充 10.0 10.0（起債）  
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（４）住居対策 

今期の村振興計画が策定される以前の平成24年度時点では、９団地５８戸の村営住宅を

管理していましたが、当時、これらの殆どは老朽化が進んでおり、耐震性の不足や住居と

しての快適性に欠けるといった様々な問題を抱えていました。また、小松団地・中切団地

を中心に多くの住宅施設が昭和４５年度から平成４年度に建設され、対応年限を既に経過

している住宅もあることに加え、昭和５６年５月以前に建設された住宅については、新耐

震基準前に建設された建物であるため、耐震性に乏しい状況でした。更に移住定住施策を

進めていく中で最大の課題は働く場の確保とあわせて若者が住める住宅がなく、受け入れ

が難しい状況にありました。更に既存の入居者の平均年齢も上昇しており、６５歳以上の

入居者がいる世帯は、当時で５１世帯中２０世帯でした。このため村では平成２６年度以

降、老朽化する村営住宅の建て替えに着手し、平成２７年度に小松村営住宅建て替えが完

了、平成２９年度には中切村営住宅が建て替えを終える予定です。 

今後については、年齢、家族、単身等、多様な個人や家庭のニーズに対応できる住宅の

在り方について十分検討した上で、残る住宅の建て替え、または耐震改修を早急に対応し

ていく他、畜産施設の新規雇用となる職員住宅の新築の支援、教員住宅の改修を実施しつ

つ、村の施設整備とはやや異なりますが、増加しつつある村内の空き家を借り受けて改修

するなどの住宅改修を長期継続的に実施します。具体的な事業計画については住宅長寿命

化計画に基づき策定される村振興計画後期計画内において対象を設定しつつ、本計画につ

いてもローリングしていく中で更新を実施していきます。 

 

 

住宅施設名 優先課題 課題 

中切教員住宅 老朽化対策 

大規模改修 

合併処理浄化槽整備 

 

小松集合住宅 

（建替え分以外） 

老朽化対策 

改修または新築 

 

 

大藪住宅 老朽化対策・耐震対策  

中切住宅 老朽化対策・耐震対策 トイレ水洗化 

大平住宅 老朽化対策・耐震対策 トイレ水洗化 

朝谷住宅 老朽化対策・耐震対策 トイレ水洗化 
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（５）自然教育センター白滝整備 

 

村の産業振興および観光の拠点施設でもある自然王国白滝の里の各施設については最大

で築３０年に迫る施設も多く、老朽化が進んでいます。現在、本村では山岳観光の推進に

対し特に力を注いでいますが、主要な各登山道にも近く、宿泊施設を備えた白滝の里の施

設については今後、更に登山客が滞在利用する拠点施設としての役割が多く求められるこ

ととなります。これまで老朽化等により損傷した個所については、部分的な応急修繕でそ

の都度対応していたものの、観光客が気持ちよく利用する施設としては、抜本的な大規模

修繕、または建て替えが必要となる時期に来ています。また、里の茶屋周辺では地盤沈下

による地割れもあり、場所の移転も含め検討を必要とする施設もあります。 

 今後、地方創生推進事業における観光振興のプログラムと並行し、まずは平成２９年度

から３０年度にかけて白滝の里全体の施設改修の方向性を定め、優先的に改修が必要な施

設より対策を実施していきます。 

 

各施設の現状と課題 

施設 課題 対応 

里の茶屋 敷地内地盤沈下 

施設老朽対策全般 

バーベキューハウス屋根部損傷 

トイレ水洗化 

各施設ごとの対応につい

ては、平成２９年度から平

成３０度の期間中に全体

的な施設改修計画を設定

し、振興計画後；期計画の

内容を本計画に反映させ

つつ、適時計画の見直しを

行うものとする。 

スポーツコミュニティ

センター 

スポーツ機能強化 

トイレ水洗化 

体験実習館 トイレ水洗化（全体） 

宿泊客浴場改修 

キャンプ場 導水対策・トイレ水洗化 

事務所施設 老朽化対策 

ふれあいハウス 老朽化対策 

体験農園 再整備、再利用化対策 

プール 老朽化対策 

教育センター 老朽化対策 
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（６）全体的な将来費用（経常的経費） 

                                   （千円） 

施設類型 

Ｈ２９～Ｈ３８間 

１０年間 維持費用 

（指定管理料、借地

料等、光熱水費等） 

 

備考 

 

 

行政系施設 

庁舎 580,000 経常的費用 

その他 

（集会所等住民施設） 
        35,000 

集会所、山村開発

センター維持管理 

費 

消防施設 

 
6,500 借地料、修繕費等 

学校教育系施設 
学校施設 

教育委員会施設 

  

        38,000 

  

借地料 

経常的支出 

子育て支援系施設 保育園施設          28,000 経常的費用 

道路施設 村道、農道、林道         110,000 
維持修繕費等 

 

保健福祉施設 保健福祉センター 240,000 経常的費用 

観光施設 
自然教育センター 

施設 
260,000 

 

指定管理委託料 

 

公営住宅施設 

 

村営住宅施設 

 

10,170 

集合住宅 

一戸建住宅 

社宅借上 

医療施設 
小松診療所 

 

       200,000 

 

指定管理を継続す

る場合 

集落活動センター 集落活動センター 
       220,000 

（指定管理委託料） 
自主財源を含まず 

畜産関連施設 

 

鶏舎全体  45,000   

牛舎全体         45,000  

食鳥処理工場 
        未定 
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第５ 公共施設総合管理計画の推進 

 

（１）マネジメント 

前述までの現状と課題からすると、現在の公共施設と将来新設される公共施設の規模を

長期的に維持していくことは容易ではなく、需要構造の変化に対応し、全体最適化を図る

ことが必要です。つまり、公共施設に係る課題の解決に向けて，個別の施設単位，担当課

単位で取り組むのではなく，全庁的，総合的な取組として、保有する公共施設を重要な村

の資源として捉え，施設の運営や利用の状況，老朽化の状況、運営コスト等を調査分析し、

様々なニーズや人口動態等を踏まえた最適な保有体制の検討，適切な維持管理や有効活用

の実践，ライフサイクルコスト（※８）の最小化、それらの効果の検証を定期的に行うな

ど，総合的な視点により効果的かつ効率的な管理運営を推進していくことが求められます。 

そこで、公共施設の管理運営に「公共施設マネジメント（※９）」を導入し、【安全安心

で将来にわたり持続可能な公共施設サービスの提供】の実現に取り組みます。 

※８Life Cycle Cost（LCC）。施設の計画，設計から建設，維持管理，解体撤去，廃棄に至る過程で必要となる費用の

総額 

※９公共施設のマネジメントについては，先進的に取り組んでいる各自治体において，「ストックマネジメント」や「ア

セットマネジメント」，「ファシリティマネジメント」等の用語が使われておりますが，その意味するところが微妙に

異なっており，マネジメントに係る統一的な解釈や定義が未だ確立されていない状況であるため，本村おいては，でき

るだけ判りやすい簡明な用語が適当であると考え，「公共施設マネジメント」を使用します。 

 

（２）対象施設 

 

本村が保有する全ての公共施設をマネジメントの対象とし，マネジメントを推進してい

くこととします。また、道路，橋梁，専用水道などのインフラ系の施設についても同様に

総合的なマネジメントを目指す全体計画の策定を並行して進め，連携・総合調整を図って

いくこととします。 
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（３）基本方針 

公共施設に係る課題に対応し、「安全安心で将来にわたり持続可能な公共施設サービスの 

提供」という目的を実現するための方向性として、【管理の最適化】と【機能の最適化】、

【総量の最適化】の３項目をマネジメントの目標として掲げます。 

また，目標の達成に向けて、総合的かつ体系的に取り組むため、次に掲げる７項目をマネ

ジメントの取組方針とします。 

 

① 村民ニーズや時代に適合するよう施設の質の向上を図ります。 

 

② 村民や利用する団体等との協働や連携を推進します。 

 

③ 来るべき大規模災害に備える機能や配置を確保します。 

 

④ 機能見直しや複合化、再編成、統廃合による配置や規模の適正化を図ります。 

 

⑤  施設情報の一元管理・共有化による施設管理の標準化を図ります。 

 

⑥  計画的な施設の保全や更新，長寿命化等により，財政負担の軽減と平準化を図ります。 

 

⑦  近隣の自治体や県との広域連携（広域避難、観光振興等）を推進します。 
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ワーキングチーム・プロジェクトチーム 

（４） マネジメントの推進 

① 計画期間  

平成２９年度から平成３８年度までの 10 年間を計画期とします 

 

② 推進体制の構築 

ア  推進本部の設置 

幹部職員により庁議等でのマネジメントに関わる方針や計画等の意思決定を行う組織の設

置。  

 

イ 統括部署の設置 

施設所管課と財政，建築等の関係各部署間で連絡調整を行い、企画・ 立案などのマネジメ

ントを統括し推進する組織の設置。 

 

ウ 実働組織の配置 

個別の課題に機動的に対応するプロジェクトチームワーキングループ等、担当職員により

構成される実働組織の配置 

 

組織体制のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推進本部（庁議メンバー）         

村長、副村長、教育長、課長職 

統括部署 

（総務課、事業課、むらづくり推進課、教育委員会） 

意志決定・指示 

施設所管課 

立案・進捗報告 

施設所管課 施設所管課 
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③職員研修の実施 

ア 認識の共有 

公共施設の現状や課題，先進する自治体の事例等，マネジメントに係る認識の共有を図る

ことを目的とする研修の実施。 

イ 適切な管理の実現 

施設管理の実務に係る知識や技術，手法等，適切な管理の実現を図ることを目的とする研

修の実施。 

・公共施設の現状や課題 

・先進自治体の視察等 

・マネジメントの意義など日常管理の手法（台帳や図面類の整備，定期点検等） 

・維持修繕の技術など 

 

④ 計画的保全の実施 

限られた予算を適切に配分し，効果的かつ効率的に公共施設を維持していくため，施設点

検を行い必要性や緊急性等の総合的な評価と，それに基づく優先順位による計画的な保全

の実施と施設の長寿命化の実施。 

施設点検の推進 

・研修に基づく適切な管理の実践 

・共通マニュアルの作成 

評価の実施 

・評価基準の策定 

・評価実施の仕組みの構築 

 

⑤計画の策定 

ア 基本計画の策定 

整理された公共施設に係る課題について，本計画を基に村民の意向を踏まえた課題解決策

や将来的な方向性を検討し，最適な公共施設のあり方を実現するための取組事項や目標な

どを定める基本計画の策定 

市民意向調査 

・施設利用に関する意向 

・コスト負担に関する意向など 

取組事項や目標の検討 

・公共施設全体に係る事項 

・施設分類別や施設別に係る事項 

 

 



23 

 

イ 実施計画の策定 

基本計画に定められた目標や取組事項等を具体化する施設分類別や施設別の実施計画の策

定。 

施設分類別の計画（再編計画など） 

施設別の計画（長寿命化計画・施設保全計画など） 

 

計画関連図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

村振興計画 

公共施設マネジメント基本方針 

（基本的な方針決定） 

公共施設等総合管理計画 

公共施設マネジメント基本計画 

公共施設マネジメント実施計画（個別計画） 

過疎地域自立促進計画等 

関連する既存計画類 
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⑥計画実施状況の評価 

ＰＤＣＡサイクル（Plan：計画策定，Do：計画実行，Check：実施内容の評価，Action：計

画見直し）による計画の実施状況の検証と，その結果に基づく計画の見直し等，計画の実

施状況の評価に係る手法の確立。 

 

⑦合意の形成 

計画の策定や実施の過程におけるパブリックコメントや説明会の実施等による村民や議会

等との合意の形成。 

 

 


